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春闘をしっかり闘い、参議院選挙勝利へ

 

� 連合山形会長　大　泉　敏　男　

　連合山形は、地方連合会としては全国初の「寄付講座」を行ってきました。講座は全１５回で、昨年

１０月から毎週木曜日、山形大学人文学部の２年生以上を対象として、労働組合や労働者自主福祉運動

の取組みを内容としました。

　毎回、講義の感想や質問を書いてもらいましたが、労働組合が、自らの賃金・労働条件改善の取組

みだけでなく、非正規労働者の待遇改善、国民全体に関わる社会保障制度など制度政策の改善に向け

た取組み、被災地支援の取組みなど、非常に幅広く活動していることについて、好印象をもって受け

止めていただきました。寄付講座をやって大変良かったと思っております。

　一方で、１９９７年以降賃金が下がっていることやリストラに歯止めがかかっていないことについて、

労働組合活動が弱いのではないかという率直な指摘もいただきました。

　２０１３春闘は「非正規労働者の待遇改善を柱にして４年目の春闘」「１％以上の賃金改善を求めて３

年目の春闘」になりますが、日本経団連は「賃上げは論外」「定期昇給の延期・凍結」「６５歳までの雇

用確保のためには４０歳以上の賃金引き下げ」等厳しい姿勢を打ち出しています。労働組合活動が弱い

のではないかという学生の皆さんの指摘をしっかり受け止め、組合員の期待や労働組合のない職場で

働く仲間の期待に応える「闘う春闘」にしなければなりません。

　連合は、この間、デフレ脱却を最大の課題とし、デフレ脱却を図るためには、賃上げ⇒消費拡大⇒

企業の業績アップという好循環を作るしかないと主張してきました。しかし、経営者側は、「賃上げ

をしたら企業がつぶれる」「海外に移転せざるを得ない」と主張し、残念ながら現場の労使交渉では、

労働組合が経営者側に押されています。中小労組では、要求書を提出していない、提出できない単組

も少なくありません。

　だからこそ、単組任せではなく、構成組織や連合全体での支援体制の強化が求められています。単

組での交渉力強化に向けて、各構成組織による丁寧かつ徹底した単組指導、縦指導の強化が必要です。

併せて、連合山形及び地域協議会が、単組に繰り返し足を運び、悩みを共有化しながら、横軸での単

組指導を行っていかなければならないと考えています。

　２０１３春闘をしっかり闘い、実績を上げることによって、組合員の結集力、求心力を高め、７月の参

議院選挙勝利に向け総力を挙げましょう。
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Ⅰ．国内を取り巻く情勢と課題
　日本経済は、復興需要などを背景として回復傾向にあり、個人消費はエコカー補助金などの効果で

緩やかに増加、また、設備投資や住宅建設、企業収益についても３期連続で回復しているが、今後エ

コカー補助金予算の払底などから、１０～１２月期は個人消費の減少によりほぼゼロ成長が予想され、欧

州の債務問題の深刻化、新興国経済の一段の減速、円高進行、電力需給の逼迫なども相まって予断を

許さない状況にある。

　企業業績の２０１２年度の見通しは、震災復興にともなう需要増を背景に業績回復を見込む企業が多い。

一方で、超円高水準の継続や欧州債務問題に伴う世界経済の減速はもとより、中国など顕在化してい

るカントリーリスクなども相まって、業績悪化の要因となっている産業もある。

　もっとも、好材料をうまくとらえた堅調な企業もあり、上場企業の２０１３年３月期の予想経常利益は

前期比１桁程度ではあるものの増益との見通しもある。

　働く者の雇用と生活は、所得の低迷や格差の拡大など劣化に歯止めがかかっていない。生活保護世

帯・受給者は２０１２年３月時点で１５３万世帯、２１１万人と過去最高を更新しており、非正規労働者の割合

も２０１１年には３５.１％と過去最高を記録した。世帯所得は２０１０年に平成以降最低を記録し、１世帯当た

りの平均所得が５３８万円と世帯平均所得が最も高かった１９９４年より約１２６万円も減少している。また、

雇用情勢については、２０１２年９月の失業率が４.２％となり、また、有効求人倍率も０.８１倍と、依然とし

て厳しい状況が続いている。特に若年層の雇用の状況は厳しく２４歳以下の完全失業率は６.９％と他の

年代と比べ突出している。一般労働者の労働時間は、年換算で２,００６.４時間 * と依然として２,０００時間

を超えたまま高止まりしている。

【県内の経済状況】

　県内景気は、業況判断 D.I. は、製造業、非製造業ともに「悪い」超幅が縮小したことから、全産

業では前回調査比３ポイント改善し、６月調査以来２四半期振りの「悪い」超幅の縮小となった。一

方、先行き判断については、製造業、非製造業とも悪化を見込んでおり、全産業では今回調査比１５ポ

イントの大幅悪化を予測している。この間、需給に関する判断（製造業）をみると、一部業種におけ

る震災関連の復旧・復興需要を背景に製品在庫水準についての「過大」超幅が縮小する一方で、電気

機械などを中心に製品需給の緩和感は拡大した。

　また、生産・営業用設備については、製造業で「過剰」超幅が拡大する一方で、非製造業では建設

を中心に不足感が高まっている。一方、価格判断についてみると、販売価格判断 D.I. については製

造業を中心に僅かながら「下落」超幅が縮小する一方、仕入価格判断 D.I. については小幅ながら「上

昇」超幅が拡大した。

　雇用面については、製造業の素材業種を中心に全産業での「過剰」超幅が縮小した。

　年度計画(２０１２年度)についてみると、売上高については、製造業、非製造業とも下方修正となっ

たものの、増収を維持する計画となっている。一方、経常利益については、製造業を中心に上方修正

されたものの、製造業、非製造業とも減益計画となった。こうした中で設備投資計画については、製

造業、非製造業ともに上方修正され、前年度比は大幅な増加計画となっており、２００３年度以来の高い

伸びを計画している。もっとも、特定の数社の寄与が大きい形となっており、前向きな増額の動きが

２０１３春季生活闘争方針
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さらに多くの企業へ広がっていくかが、今後の景気をみるうえでの一つのポイントである。

　金融面では、借入金利水準判断 D.I. が引き続き「低下」超となる中、金融機関の貸出態度判断 D.I. が

引き続き大幅な「緩い」超となり、企業の資金繰り判断 D.I. は前回調査に引き続き「楽である」超となっ

ている。

【県内の雇用動向】

　１０月の新規求人数［パートタイムを含む全数］（原数値）は、９，５９５人で、前年同月と比較すると

１９．８５％増となり、１９か月連続して増加している。これを産業別にみると、建設業（１，０５５人、同

３１．２％増）、製造業（１，０３０人、同１０．３％増）、運輸業・郵便業（５７３人、同５１．２％増）、卸売業・小売

業（１，８７０人、同４０．７％増）、金融、保険、不動産、物品賃貸業（２３６人、同２６．２％増）、宿泊業・飲食

サービス業（８７６人、同３８．０％増）、生活関連サービス業、娯楽業（５３２人、同２６．１％増）、医療・福祉

（１，４７８人、同１２．４％増）、複合サービス事業（１４２人、同１４．５％増）等で増加し、サービス業（１，１７７

人、同１０．６％減）、公務・その他（１７７人、同１８．４％減）で減少となった。

　製造業の内訳については、食料品等製造業（３７４人、同４８．４％増）、繊維工業（１７９人、同２２．６％増）、

金属製品製造業４６人、同２１．１％増）、生産用機械器具製造業 (６７人、同３４．０％増 ) 等で増加し、電子部

品・デバイス・電子回路製造業（４３人、同５６．６％減）、情報通信機械器具製造業（２８人、同６．７％減）、

輸送用機械器具製造業 (１３人、７２．３％減 ) 等が減少、電気機械器具製造業（４１人、同増減なし）は同

数となり、製造業全体では２か月ぶりに増加となった。

　なお、正社員に係る新規求人数は、３，４１９人で、前年同月と比較すると２９．０７％増となり、新規求人

数に占める割合は３５．６３％で、前年同月と比較すると２．５４ポイント上回った。

　１０月の有効求人倍率〔季節調整値〕は０．８８倍となり、前月を０．０１ポイント下回った。

　また、原数値［パートタイムを含む全数］は０．９９倍となり、前年同月を０．２４ポイント上回り、３３か

月連続で上昇した。

Ⅱ．春季生活闘争の位置付けとミニマム課題
　１．２０１３春季生活闘争の位置付け

　�　「働くことを軸とする安心社会」の実現と、日本経済の自立的・継続的な成長をはかっていくた

めにも、国民一人ひとりが置かれた環境と能力に応じて価値創造に参画し、成果を分配することで

活き活きと働く人が増える社会を構築することが重要である。そのためにも、「傷んだ雇用・労働

条件」の復元をはかっていく。最低賃金の引き上げ、パート・非正規労働者の均等・均衡処遇、就

業率向上につながる職業訓練・就労支援、ワーク・ライフ・バランスの実現をはかり、ディーセン

ト・ワークの実現に向けて取り組むことで、わが国の優れた技能と技術力、現場力が活かされ、競

争力が強化されるとの認識に立ち、「人財」の活用による「付加価値の増大」をはかり、その成果

の適正な分配を通じて日本の成長をはかる好循環へとつなげていく必要がある。そのためにも、労

働条件全般の課題解決をめざした運動を進める。

　�　また、総額人件費の抑制による国際競争力強化という経営から脱却し、アジアを中心とする新興

国の経済発展の取り込みに加え、日本の持つ強みを再認識した経営をめざすことなどの観点から、

「生産性三原則」にのっとった企業経営、組織運営の必要性についてあらためて主張していく。

　�　マクロ的に１９９７年をピークに低下する賃金の復元・底上げをはかることを重視し、賃上げにより

消費拡大・内需拡大をはかり、デフレからの早期脱却をめざす。特に賃金における「格差是正」の
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実効性を高めるために、個別賃金をより重視して取り組みを進めることで、ミニマム水準のキープ

をはかり、めざすべき賃金水準の追求と賃金水準開示を通じて個別賃金水準の社会的波及力を高め

ていく。

　�　国内での事業継続の優位性を確保するための諸施策の推進を政労使共通の課題と位置づけ、日本

再生戦略の確実な実行のもとで発展段階へと踏み出していくことが求められており、「２０１３年度　

政策・制度実現の取り組み方針 ( その１）」に基づき政策・制度の実現の取り組みを通じて、春季

生活闘争と一体となった運動を推進する。

　�　また、改正労働者派遣法、改正労働契約法、改正高年齢者雇用安定法成立の成果を確実に職場に

活かす取り組みも進めていく。

　２．「ミニマム運動課題」の設定

　　⑴　すべての組合が取り組むミニマム運動課題を以下のように４点設定する。

　　　①　賃金制度の確立・整備と賃金カーブ維持分の明示・確保

　　　②　非正規労働者を含めた全労働者を対象とした処遇改善

　　　③　企業内最低賃金協定の締結拡大と水準の引き上げ

　　　④　産業実態をふまえた総実労働時間の短縮、時間外・休日労働の割増率の引き上げ

　　⑵　地域ミニマムの取り組み

　　　①�　地域間や企業間の格差是正と県内賃金水準の底上げをはかり、低賃金県からの脱却をはか

るために、最低基準（ミニマム）を設定し、県内では「これ以下では働かない。働かせない」

運動を展開していく。

　　　②　ミニマム設定額の推移

年齢 ２０１３年設定額 ２０１２年設定額 ２０１１年設定額 ２０１０年設定額 ２００９年設定額

１８歳 １４７,６００円 １４５,９００円 １４７,２００円 １４５,０００円 １５０,５００円

２０歳 １４９,０００円 １４８,９００円 １５０,９００円 １４７,７００円 １４９,０００円

２５歳 １５７,５００円 １６０,１００円 １５８,０００円 １５９,５００円 １５５,０００円

２７歳 １６２,６００円 １６５,８００円 １６３,４００円 １６５,７００円 １６１,０００円

３０歳 １７１,２００円 １７５,０００円 １７２,９００円 １７５,９００円 １７１,５００円

３５歳 １８６,９００円 １９０,８００円 １９０,６００円 １９３,１００円 １９０,０００円

４０歳 ２０１,４００円 ２０５,３００円 ２０７,５００円 ２０７,２００円 ２０６,５００円

４５歳 ２１２,０００円 ２１５,８００円 ２１９,２００円 ２１４,５００円 ２１５,５００円

Ⅲ．各課題の具体的取り組み
　１．運動の両輪としての政策・制度実現の取り組み

　　�　「２０１３年度 政策・制度 実現の取り組み」と「賃金・労働条件改善の取り組み」を２０１３春季生

活闘争における「運動の両輪」として、すべての労働者を対象にした生活改善・格差是正の運動

を強力に進める。具体的には、以下の政策課題に取り組む。

　　⑴　「日本再生戦略」の推進による質の高い雇用の創出、地域活性化の実現

　　⑵　「働くことを軸とする安心社会」を支える社会保障と税の一体改革の着実な前進

　　⑶　生活できる水準への最低賃金の早期引き上げ

　　⑷　非正規労働者の均等・均衡処遇の確立

　　⑸　公契約基本法・公契約条例の制定による公契約の適正化
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　　⑹　民主的で透明・公正な公務員制度改革の実現と労働基本権の確立

　２．賃金水準の維持、底上げ、歪みの是正の取り組み

　　⑴　賃金改善の考え方

　　　①　各組合は、賃金水準の低下を阻止するため、賃金カーブ維持分の確保をはかる。

　　　②�　各構成組織・単組はより賃金水準を重視した取り組みを徹底し、個別賃金水準の維持をは

かる。

　　　③�　生活の基礎である月例賃金の維持・改善を最優先した闘争を推進し、一時金を含めた年間

収入の維持についても生活防衛の観点から水準の確保に努める。

　　⑵　連合本部「賃金指標」の策定

　　　①　賃上げの取り組み

　　　　�　賃金カーブ維持分を確保し、所得と生活水準の低下に歯止めをかける。加えて、低下した

賃金水準＊１の中期的な復元・格差是正、体系のゆがみ等の是正に向けた取り組みを推進す

る。

　　　　�　規模間格差や男女間格差の実態把握とその是正をはかることや、正社員と非正規社員との

均衡・均等処遇の実現をはかるために、従来以上に個別銘柄の賃金水準を重視した取り組み

を進める。具体的には、組合員の個別賃金実態を把握し、賃金水準や賃金カーブのゆがみ、

格差是正の必要性の有無等の把握に努め、これらを改善する取り組みを強化する。構成組織

は個別銘柄でのふさわしい賃金水準を設定し、実現をめざした運動を展開する。

　　　　�　賃金制度が未整備である組合は、構成組織の指導のもとで制度の確立・整備に向けた取り

組みを強化する。連合が示す１歳・１年間差の社会的水準である５,０００円＊２を目安に賃金

水準の維持をはかる。具体的な設定にあたっては、連合方針を踏まえ、共闘連絡会議におい

て産業実態や共通課題を含めた情報交換・議論を行い、構成組織が決定する。

　　　②　企業内最低賃金の取り組みの抜本強化

　　　　ａ�．すべての労働者の処遇改善のため、企業内最低賃金の協定の締結拡大、水準の引き上げ

をはかる。このため、すべての組合は最低賃金の要求を行い、すべての組合で協定化をは

かる。

　　　　ｂ．企業内最低賃金は、その産業の公正基準を担保するにふさわしい水準で協定する。

　　　　ｃ．１８歳高卒初任給の参考目標値……１６３,０００

　　　　　�　構成組織の方針を踏まえ、すべての賃金の基礎である初任給について社会水準を確保す

る。

＊１�厚生労働省の毎月勤労統計調査で平均賃金の推移を見れば、１９９７年と２０１１年で比較

すると、一般労働者で４.１％減となっている。また同省・賃金構造基本統計調査を用い、

労務構成を揃えパーシェ式により連合にて計算した賃金水準は、１９９７年を１００とした

場合、２０１１年は産業計で７.２％減となっている。

＊２�賃金構造基本統計調査から全産業・規模計（組合員の基本賃金ベース）の１歳・１

年間差は５,０００円（時間給では３０円：月間所定労働時間１６５時間で計算）程度と推計

する。
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　　　③　一時金水準の向上・確保

　　　　�　月例賃金の水準を大事にしつつ、年収確保の観点や生活防衛の観点も含め水準の向上・確

保をはかることとする。

　　⑶　連合山形到達目標基準等

　　　〈到達目標基準〉

　　　　賃金カーブ維持分　＋　賃金改善分１％以上

　　　①　賃金カーブ維持分の算定が可能な組合は、その維持原資を労使で確認する。

　　　②�　賃金カーブ維持分の算定が困難な組合は、賃金カーブ維持相当分として４，６００円（昨年比

－１００円）を要求する。

　　　　※４，６００円の考え方

　　　　�　２０１２年連合山形中小組合賃金実態調査による４５歳の平均賃金と、１８歳の平均賃金の差額を

勤続年数２７年で割り、１年あたりの昇給金額の平均を算出する。

　　　　（２７２，２００円　―　１４７，６００円）÷２７　≒　４，６００円

　　　　　４５歳平均賃金　　　　　１８歳平均賃金

　　　③�　賃金水準の低下や格差などの状況に応じて、賃金改善分として１％を目安に要求、交渉を

展開する。

　　　④　連合山形の標準到達目標　　　　　※（参考）

　　　　※　考え方　　�２０１２年連合山形中小組合賃金実態調査による第９十分位３次回帰値をもとに

算出する。

　　　⑤　連合山形最低到達目標　　　　　　※（参考）

　　　　※　考え方　　�２０１２年連合山形中小組合賃金実態調査による中位３次回帰値をもとに算出す

る。

全産業

２０歳 １６５，９００円

２５歳 １７３，２００円

２７歳 ２１５，７００円

３０歳 ２３９，３００円

３５歳 ２８１，０００円

４０歳 ３２０，７００円

４５歳 ３５２，５００円

全産業

２０歳 １５３,５００円

２５歳 １５８,８００円

２７歳 １７６,１００円

３０歳 １８４,４００円

３５歳 １９７,６００円

４０歳 ２２０,２００円

４５歳 ２４１,３００円

製造業 商業・サービス

２０歳 １７２，９００円 ―

２５歳 ２０２，１００円 １７２，３００円

２７歳 ２１６，８００円 １９３，２００円

３０歳 ２４０，９００円 ２２０，７００円

３５歳 ２８３，０００円 ２５８，１００円

４０歳 ３２２，４００円 ２８７，８００円

４５歳 ３５３，２００円 ３１３，０００円

製造業 商業・サービス

２０歳 １５５,０００円 １５０,０００円

２５歳 １５９,６００円 １５８,４００円

２７歳 １７５,８００円 １８１,９００円

３０歳 １８３,９００円 １９２,２００円

３５歳 １９６,９００円 ２０８,３００円

４０歳 ２１９,４００円 ２３５,５００円

４５歳 ２４０,７００円 ２６１,９００円
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　３．非正規労働者の労働条件改善の取り組み

　　⑴　労働条件改善の考え方

　　　�　非正規労働者の労働条件改善の取り組みを、「パート・有期契約共闘」のエントリー産別の

取り組みから、全構成組織参加の「非正規共闘」にて行う。加えて「非正規共闘担当者会議」

を設置し、体制と取り組みを強化する。

　　　�　具体的な取り組みにあたっては、構成組織・単組の実情に応じて中期的重点項目を設定し、

均等・均衡処遇実現を含めた総合的な労働条件向上へ向けた取り組みを推進する。

　　　①�　非正規労働者に関するコンプライアンスの徹底については、法改正の趣旨を踏まえてすべ

ての労働組合が取り組む。

　　　②�　パートタイム労働者のみならず、派遣労働者など間接雇用労働者を含む非正規労働者の労

働条件改善の取り組みを展開する。

　　　③�　直接雇用の非正規労働者への取り組みについては、重点項目を基本に、正社員への転換

ルールの明確化・導入・推進、均等・均衡処遇に向けた時給の引き上げをはかるとともに、

福利厚生全般、安全管理に関する取り組みなど、総合的な労働条件向上の取り組みを展開す

る。

　　⑵　均等・均衡待遇実現を含めた総合的な労働条件向上への取り組み

　　　�　雇用形態にかかわらず均等・均衡処遇を求めるが、現状を踏まえて重点的に取り組む項目を

以下のとおり設定する。

　　　〈雇用安定に関する項目〉

　　　①　正社員への転換ルールの明確化・導入・促進

２０１３年「地域ミニマム」額設定の考え方

　２０１２年秋に実施した連合山形加盟中小組合員の賃金実態調査に基づき、２０１３年「地域ミニマム」

設定額を以下のとおり設定する（案）。

①�　調査結果、賃金特性値を考慮し、１８歳、２０歳、２５歳、２７歳、３０歳、３５歳、４０歳、４５歳の８ポ

イント別に設定する。

②　設定の基礎ベースを全産業男女計とし、第１十分位の第３次回帰値とする。

③�　ミニマム設定額については、２０１３年４月度からとし、明年３月末までの期間に、それぞれの

年齢の額に達することとする。

④　２０１３年「地域ミニマム」設定額（案）　

年齢 平均
第１

十分位
第３次
回帰 A

賃上げ
率　B

年齢
比率

A×（１＋
B/１００

ミニマム
額

１歳当り
上 昇 額

１８歳 １４７,６００ １４２,０００ １４５,６００ １.３５％  ７５％ １４７,５６６ １４７,６００

２０歳 １５６,２００ １４３,６００ １４６,８００ １.４４％  ８０％ １４８,９１４ １４９,０００ 　７００

２５歳 １８８,２００ １５８,７００ １５５,１００ １.５３％  ８５％ １５７,４７３ １５７,５００ １,７００

２７歳 １９２,８００ １６２,６００ １６０,０００ １.６２％  ９０％ １６２,５９２ １６２,６００ ２,５５０

３０歳 ２０３,７００ １７１,０００ １６８,３００ １.７１％  ９５％ １７１,１７８ １７１,２００ ２,８６７

３５歳 ２１６,５００ １８３,５００ １８３,５００ １.８０％ １００％ １８６,８０３ １８６,９００ ３,１４０

４０歳 ２４２,１００ １９６,０００ １９７,６００ １.８９％ １０５％ ２０１,３３５ ２０１,４００ ２,９００

４５歳 ２７２,２００ ２１３,４００ ２０７,８００ １.９８％ １１０％ ２１１,９１４ ２１２,０００ ２,１２０



－8－

　　　②　無期労働契約への転換促進

　　　〈改正労働契約法を踏まえた均等・均衡処遇に関する項目〉

　　　①　昇給ルールの明確化

　　　②　一時金の支給

　　　③　正社員と同様の時間外割増の適用 *

　　　④　無期契約転換後における均等・均衡処遇の確保

　　　⑤　福利厚生全般および安全管理に関する取り組み

　　　⑥　社会保険の適用拡大

　　⑶　時間給の引き上げへの取り組み

　　　【連合本部基準】

　　　�　時給の引き上げの取り組みは、連合が掲げる「誰もが時給１,０００円」をはじめ、地域特性や

職種を考慮しながら均等・均衡処遇の実現と社会的な波及を強めるため、次のいずれかの取り

組みを展開する。

　　　①　「誰もが時給１,０００円」をめざす。

　　　②�　単組が取り組む地域ごとの水準については、構成組織は現状を踏まえ中期的に「県別リビ

ングウェイジ（単身者の最低生計費をクリアする賃金水準）」を上回る水準をめざす。

　　　③�　正社員との均等・均衡処遇をめざす観点から、賃金カーブ維持相当分に加え、１％を目安

に時給の引き上げをめざす。

　　　【連合山形基準】

　　　①　時間あたりの賃金目標値（目安）　８５０円以上 ( 昨年同額 )

　　　　※考え方

　　　　　２０１３年地域ミニマムの１８歳ミニマム額をベースにする。

　　　　　　　　　（１４７，６００円×１２ヶ月÷２０８０時間≒８５０円）

　　　②　引き上げ額　　３０円（昨年同額）

　４．規模間格差の是正、中小の取り組み（中小共闘センターの取り組み）

　　�　企業数の９９.７％、従業員数の約７割を担う中小企業の経営基盤の安定とそこで働く労働者の労

働条件の向上、人材の確保・育成は日本経済の健全な発展にとって不可欠である。これまで以上

に「中小共闘」と構成組織の力を合わせ、格差是正・底上げの取り組みの強化をはかるとともに、

大手組合は、グループ・関連企業の闘争を積極的に支援する。

　　�　中小の取り組みにおいては、基本的な労働条件としての月例賃金を重視し、賃金カーブ維持分

と賃金引き上げ分（１％相当）を求めていく。同時に、公契約基本法・公契約条例の制定、下請

法等に関する取り組みを強化し、中小企業労働者の生活や労働条件等を確保する。

＊�正規労働者に対し、法定内時間の残業であっても時間外割増率が適用される場合、パー

ト労働者等にも同率の時間外割増率の適用を求めるとともに、正規労働者と同様の適

用条件（法定内時間であっても時間外割増率の適用対象とする）を求める。
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　　⑴　中小・地場の取り組み（中小共闘方針抜粋）

　　　①　賃金水準改善のための水準値

　　　　�　２０１３中小共闘の到達水準値を次の通りとする。なお、この水準値を目標とすることが適当

でない場合は、これとは別に中小の到達水準値を設定する。

　５．男女平等参画社会実現に向けた取り組みと均等待遇の実現

　　�　男女平等社会実現に向け、処遇格差の是正やポジティブ・アクションの取り　組みを推進する

とともに、女性が働き続けられる環境整備をはかる。春季生活闘争を機に、下記の内容について

点検、改善をはかる。

　　⑴�　２００７年改正男女雇用機会均等法では、募集・採用、配置・昇進、教育訓練、福利厚生、定年・

退職・解雇に加えて、配置（業務の配分、権限の付与を含む）、降格、職種変更、雇用形態変更、

退職勧奨、解雇、労働契約の更新が差別禁止事項として追加された。これらを踏まえ、改正均

等法の定着・点検に向け、ポジティブ・アクションの手法で検証し、以下の課題に取り組む。

　　　配置や職務の内容などの男女の偏在を具体的に検証し、その是正をはかる。

　　　�　昇進・昇格など基準の運用で、結果として男女に不平等が生じていないか、結果と原因を検

証し、是正をはかる。

　　　　婚姻・妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの有無について検証し、是正をはかる。

　　　　セクシュアル・ハラスメント防止措置の実効性が担保されているか検証する。

　　⑵�　配置や職務内容が男女で異なり、結果として女性の昇進・昇格が遅れることなど、男女間の

賃金格差の背景と状況を点検し、女性に対する研修の実施や女性の少ない部署への優先配置な

ど、積極的な差別是正措置（ポジティブ・アクション）手法により改善をはかる。

　　⑶�　生活関連手当の支給等（福利厚生、家族手当）にあたっては、住民票上・戸籍上の「世帯主」

あるいは筆頭者を支給要件とせず *、夫婦いずれかの申請した方に対し、相方が受給していな

いことを条件として支給されるように改善をはかる。

＊�厚労省賃金構造基本統計調査による平均所定内賃金で、１００人以下の３５歳におけるピー

ク時からの低下幅は１１.３％であり、１,０００人以上の４％程度を大きく上回る。大手に比

べ中小の賃金水準が低下していることで格差が拡大していることに着目した取り組み

を展開する必要がある。

２０１３方針 １年１歳間差 ２０１２方針 １年１歳間差

２５歳 １９０,０００ １９０,０００
５,０００ ５,０００

３０歳 ２１５,０００ ２１５,０００
５,０００ ５,０００

３５歳 ２４０,０００ ２４０,０００
５,０００ ５,０００

４０歳 ２６５,０００ ２６５,０００

＊�住民票・戸籍上の「世帯主」あるいは筆頭者を要件とすることは、支給が一方の性に偏り、

実質的な間接差別となる。また、女性だけに証明書類を請求することも間接差別とされ

ている。
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　６．ワーク ･ライフ・バランス実現のための取り組み

　　⑴　総実労働時間短縮の取り組み

　　　①　連合中期時短方針（２００７年７月中執確認）を踏まえた展開を継続して行う。

　　　　ａ . 年間所定労働時間２,０００時間を上回る組合は、２,０００時間以下とする。

　　　　ｂ�．年次有給休暇の初年度付与日数を１５日以上とし、有給休暇の取得日数の低い組合員の取

得促進をはかる。なお、年次有給休暇の取得促進の取り組みを強化する必要があるが、取

り組みにあたっては労働時間等見直しガイドラインも活用する。

　　　　ｃ．時間外労働等の割増率が法定割増率と同水準にとどまっている組合は、上積みをはかる。

　　　②�　労働時間規制の取り組み（３６協定の点検、適正化の取り組み、インターバル規制等）や、

過重労働対策を進める。

　　　　ａ�．労働時間の上限規制を行い、その範囲内に収めることを徹底する。また、インターバル

規制（終業と始業の間の睡眠、食事などの生活時間を確保）等を設けるなど、健康を確保

する観点から過重労働を是正する。

　　　　ｂ�．休日増をはじめとする所定労働時間の短縮、労働時間管理の徹底など、産業の実態に合

わせた取り組みを推進する。

　　　③　時間外割増率の引き上げ

　　　　�　労基法改正に伴う労働協約整備への対応方針にもとづき、割増率については、以下の水準

をめざして引き上げをはかり、代替休暇制度については導入しないことを基本とする。また、

時間単位の年次有給休暇の取得については、日単位の取得が阻害されないことを前提に、労

使協定の締結を進める。

　　　　ａ．時間外労働が月４５時間以下３０％以上

　　　　ｂ�．時間外労働が月４５時間超５０％以上（対象期間が３ヵ月を超える１年単位の変形労働時間

制は、月４２時間超を５０％以上）

　　　　ｃ．休日５０％以上

　　　　ｄ�． 労働基準法第１３８条に規定する中小事業主については、当分の間、月６０時間を超える時

間外労働に対する割増賃金率（５０％以上）の適用除外となっているが、一般事業主と同様

の水準での労使協定の締結を求める。

　　⑵　両立支援の促進（育児・介護休業法、次世代育成支援対策推進法）

　　　①�　２００９年７月に施行された改正育児・介護休業法の周知・点検をはかるとともに、両立支援

策の拡充の観点から、これを上回る内容への拡充について労働協約の改定に取り組む。

　　　②�　妊産婦保護制度や母性健康管理の知識が周知されているか点検し、妊娠・出産およびこれ

にかかわる制度を利用したことによる不利益取り扱いの禁止を徹底する。

　　　③　改正育児・介護休業法の定着に向け、以下の課題に取り組む。

　　　　ａ．有期契約労働者への適用要件を拡充する。

　　　　ｂ�．育児休業、介護休業、子の看護休暇、短時間勤務、所定外労働の免除、介護休暇の申し

出や取得による解雇、あるいは昇進・昇格の人事考課等で評価対象としないなど、不利益

取り扱いの対象とならないよう、育児・介護を担う労働者の転勤の配慮強化も含め、労使

で確認・徹底する。

　　　④�　２０１２年７月１日から従業員１００人以下の企業においても、３歳までの子を養育する労働者の

短時間勤務制度と所定外労働の免除制度の義務化や、介護休暇制度が適用となったため、あ



－11－

らためて制度の周知・点検とルール化に取り組む。

　　　⑤�　改正次世代育成支援対策推進法の施行により、２０１１年４月から一般事業主行動計画について、

策定・届けで義務が常時雇用３０１人企業から、１０１人企業となり、適用事業所規模が拡大した。

ワーク・ライフ・バランスの推進に向け労使で企業等の行動計画策定に取り組む。

　　　　ａ．適用規模拡大について周知・点検を行うとともに、一般事業主行動計画の策定を推進する。

　　　　ｂ�．ワーク・ライフ・バランスの推進に向けた労働組合の方針を明確にし、労使協議を通じ

て、計画期間、目標、実施方法・体制等を確認する。さらに、作成した行動計画を実施し

て、「くるみん」マークの取得をめざす。

　７．ワークルールの取り組み

　　⑴　労働関係法令遵守の徹底

　　　�　正規労働者はもとより、パート・有期契約・派遣・請負労働者などについて、改正労働者派

遣法への的確な対応をはじめ、改正労働契約法、パートタイム労働法をはじめとする労働関係

法令の改正趣旨を踏まえた遵守を徹底する。

　　　�　また、障害者雇用促進法に定める法定雇用率（１.８％⇒２.０％）引き上げへの的確な対応とと

もに障がい者が働きやすい職場づくりへの取り組みを進める。

　　⑵　改正労働者派遣法に関する取り組みについて

　　　�　改正労働者派遣法に関する取り組みについては、「今後の取り組み」を踏まえ、法令順守の

点検・周知、労働協約の整備に向けた取り組みを進める。

　　⑶　改正高年齢者雇用安定法に関する取り組みについて

　　　�　継続雇用制度を導入し、その対象者の基準を労使協定で設定している場合は、改正高年齢者

雇用安定法の施行に向けて、「今後の取り組み」を踏まえ、希望者全員を対象とした６５歳まで

の継続雇用とする労働協約の締結に向けて取り組む。

　　⑷　改正労働契約法に関する取り組みについて

　　　�　改正労働契約法に関する取り組みについては、「今後の取り組み」を踏まえ、無期転換促進

の取り組み、無期転換後の労働条件の対応、クーリング期間の悪用防止、労働条件の是正に向

けた取り組みを進める。

　　⑸　快適な職場づくり

　　　�　労働災害のリスクを低減し、快適な職場づくりを推進するとともに、長時間・過重労働対策、

メンタルヘルス対策、パワーハラスメント対策なども含め、労働安全衛生法などの法令遵守と

安全配慮義務の履行に向けた取り組みを進める。職場におけるメンタルヘルス対策・受動喫煙

防止対策を事業者の義務とする労働安全衛生法改正法案の内容を踏まえ、法案成立に先行して

企業内の対応状況を確認し改善に向けた取り組みを進める。
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Ⅳ．闘いの進め方
　１．闘争体制の確立

　　⑴　闘争委員会の設置

　　　　２０１３年１月７日の「第２回執行委員会」で闘争体制を確立する。

　　⑵　闘争委員会の構成

役　職　名 氏　名 担当グループ

委 員 長 大　泉　敏　男 総括

副 委 員 長 細　谷　　　眞 総括補佐（Ａグループ）

副 委 員 長 熊　沢　年　啓 総括補佐（Ａグループ）

副 委 員 長 酒　井　芳　明 総括補佐（Ｃグループ）

副 委 員 長 鈴　木　純　一 総括補佐（Ｂグループ）

副 委 員 長 小　口　裕　之 総括補佐（Ｄグループ）

副 委 員 長 齋　藤　　　健 総括補佐（Ｃグループ）

副 委 員 長 岡　田　新　一 総括補佐（Ｄグループ）

副 委 員 長 千　場　一　弘 総括補佐（Ｄグループ）

副 委 員 長 設　樂　　　正 総括補佐（Ｃグループ）

事 務 局 長 森　　　俊　幸 総合企画

副 事 務 局 長 舘　内　　　悟 総合企画

副 事 務 局 長 高　橋　　　朗 総合企画

事 務 局 員 高　橋　和　美 総合企画

事 務 局 員 柏　木　　　実 総合企画

事 務 局 員 草　刈　百　合 総合企画

委 　 　 員 浦　瀧　靖　裕 Ｃグループ

委 　 　 員 井　上　雄　吾 Ａグループ

委 　 　 員 我　妻　真知子 Ｃグループ

委 　 　 員 古　川　和　彦 Ｃグループ

委 　 　 員 佐　藤　修　一 Ａグループ

委 　 　 員 大　沼　信　之 Ａグループ

委 　 　 員 皆　本　起　良 Ｂグループ

委 　 　 員 高　橋　末　雄 Ｂグループ

委 　 　 員 長　岡　敦　夫 Ｃグループ

委 　 　 員 大　場　　　暁 Ｂグループ

委 　 　 員 伊　藤　　　功 Ｄグループ

委 　 　 員 佐　藤　　　克 Ｄグループ

委 　 　 員 石　沢　芳　一 Ｄグループ

委 　 　 員 佐　藤　　　剛 Ｄグループ

委 　 　 員 管　　　洋　一 Ｄグループ

委 　 　 員 今　野　朋　明 Ｄグループ

委 　 　 員 髙　橋　昭　弘 Ｄグループ

委 　 　 員 渡　部　勢津子 Ｄグループ

委 　 　 員 阿　部　香代子 Ａグループ

委 　 　 員 三　瀧　知　一 Ｄグループ

委 　 　 員 加　藤　　　理 Ｃグループ
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　　　グループ別区分

　　⑶�　「中小労働運動委員会」を中心として、中小組合と連合山形・地域協議会の連携を深め、中

小労組の運動強化と支援をはかる。具体的には、２０１２春季生活闘争で要求書提出に至っていな

い単組を構成組織の重点単組として、構成組織と連合山形の各地域協議会が連携し、要求書の

提出をはじめとする春闘の取り組みを支援する。

　　⑷�　部門ごとの産業状況の的確な把握と要求設定と結果の有効波及を目指し、部門別連絡会を設

置する。

　２．要求書の提出

　　　すべての組合は、２０１３年２月末日までに要求書を提出する。

　３．闘いの山場の設定

　　　県内中小集中第１次回答ゾーン　２０１３年３月１８日（月）～２２日（金）

　　　　　　　　　第２次回答ゾーン　　　　３月２５日（月）～２９日（金）

　４．要求・回答の結果報告

　　�　賃上げ、一時金、企業内最賃の要求・妥結状況と総実労働時間実績について、別途依頼の期日

まで報告する。また、６５歳までの継続雇用についての取り組み状況（労働協約締結など）も併せ

て報告する。

　５．具体的な運動

　　⑴　産別懇談会

　　　①　日　　時　　　２０１３年１月１５日（火）１３：３０～

　　　②　場　　所　　　大手門パルズ　３階「すみれ」

　　　③　出 席 者　　　�自動車総連、電機連合、ＵＡゼンセン、ＪＡＭ、交通労連、運輸労連の各

代表者

　　⑵　討論集会

　　　①　日　　時　　　２０１３年２月６日（水）１４：３０～

　　　②　場　　所　　　大手門パルズ　３階

　　⑶　県民アピール「相談ダイヤルキャンペーンチラシ」の配布

　　　①　配布枚数　　　１３０,０００枚

金　属 Ａグループ

交通・運輸 Ｂグループ

化学・繊維・食品・資源エネルギー

サービス・一般、商業・流通、金融・保険、情報・出版
Ｃグループ

公務（官公部門） Ｄグループ
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　　　②　配布時期　　　２０１３年２月１１日（月）まで

　　　③　配布方法　　　各地域協議会で行い原則手配りとする。

　　　④　地協別配布枚数

　　　　　酒田飽海地協　１５,０００枚　　　北西村山地協　　２０,０００枚

　　　　　鶴岡田川地協　１５,０００枚　　　山 形 地 協　　４５,０００枚

　　　　　新庄最上地協　１５,０００枚　　　置 賜 地 協　　２０,０００枚

　　⑷　県内一斉ノー残業ウィーク

　　　①　日　　時　　　２０１３年２月第３週（２月１２日の週）

　　　②　ノー残業日の設定と職場点検活動をおこなう。

　　⑸　「なんでも労働相談ダイヤル」の実施

　　　①　実施時期　　　２０１３年２月１２日（火）～１７日（日）

　　　②　設置場所　　　連合山形「事務局」

　　　　　　　　　　　　フリーダイヤル　０１２０－１５４－０５２

　　　③　相談員の配置　連合山形専従役職員および各構成組織の応援をえる。

　　⑹　「連合山形・経済経営団体懇談会」の実施

　　　①　日　　時　　　２０１３年２月４日（月）１５：３０～

　　　②　会　　場　　　山形グランドホテル

　　　③　出 席 者　　　連合山形三役および経済経営団体代表者

　　⑺　部門連絡会（業種間・産業間）の実施

　　　　部門別連絡会の交流会を２月から実施する。

　　　　特に「①賃上げ②時短（時間外の割増賃金率）」については共通の課題とする。

　　　　部門連絡会は次の４つである。

　　　　�①金属グループ、②交通・運輸グループ、③化学・繊維・食品・資源エネルギー・サービス・

一般、商業・流通、金融・保険、情報・出版、④官公労グループ。

　　　　〈各部門別連絡会交流会〉

　　　　　日　時　　　２０１３年２月中旬～３月中旬

　　　　　もち方　　　部門ごとに企画実施する。

　　⑻　連合山形「県都総決起集会」

　　　①　日　　時　　　２０１３年３月２日（土）１３：００～１６：００

　　　②　内　　容　　　デモ行進→総決起集会　

　　　③　デモ集合　　　第二公園　　　

　　　④　集会場所　　　山形テルサ

　　⑼　春季生活闘争県内キャンペーン

　　　①　キャンペーン内容　　街頭宣伝車による各地域協議会キャラバン行動。



－15－

　　　②　時　　期　　　２０１３年３月４日（月）～８日（金）

　　　　　　　　　　　　◦この期間中に各地協にてキャラバン行動を行う。

　　⑽　毎月の街頭行動

　　　①　日　　時　　毎月の初旬（１月～４月）

　　　②　内　　容　　�「春季生活闘争の情勢と課題」「政策制度実現」について街頭にて市民に対

するアピール行動を行う。

　　⑾　青年・女性アピール行動

　　　①　女　性（女性学習会）

　　　　☆日　　時　　　２０１３年３月２日（土）

　　　　☆場　　所　　　山形市中央公民館

　　　　☆内　　容　　　学習会とデモ行進

　　　②　女　性（国際女性デーキャンペーン）

　　　　☆日　　時　　　２０１３年３月２日（土）

　　　　☆場　　所　　　山形市七日町周辺

　　　　☆内　　容　　　バラとチラシ配布

　　　③　青　年（青年委員会スプリングアクション）

　　　　☆日　　時　　　２０１３年３月２日（土）

　　　　☆場　　所　　　ＪＡビル（山形市）

　　　　☆内　　容　　　学習会とデモ行進

　　⑿　元気を出そう！中小労組のつどい

　　　①　日　　時　　　２０１３年３月１９日（火）

　　　②　内　　容　　　中小労働運動セミナー

　　　　　　　　　　　　懇親会

　　　③　場　　所　　　大手門パルズ

　　⒀　各地協での取り組み

　　　�　地協の独自性を発揮し、地場中小組合との連携を一層深め支援強化することに留意しながら、

下記のメニューにこだわらず実施する。特に、もち方についてマンネリ化を脱し工夫する。

　　　①　「討論集会」「講演会」「シンポジウム」「学習会」等の開催。

　　　　　連合２０１３年春季生活闘争方針の理解と、地域課題の確認や地域共闘の理解を深める。

　　　②　「街宣行動」の実施

　　　　　街宣行動でチラシ配布をすることにより、県民に春季生活闘争をアピールする。

　　　③　「中小労組懇談会」の実施

　　　　　地場中小労組運動の交流や企業や情勢分析等の学習の場とする。（２月中～下旬）

　　　④　「職場対話交流集会」の実施

　　　　　職場執行部との交流対話を実施する。
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　　　⑤　「中小労組支援集会」の実施

　　　　２０１３年４月第３週（１５日の週）に、県内一斉の中小労組支援の集会を各地協毎に開催する。

　　⒁　広報教宣活動の展開

　　　①　闘争情報の把握と情報の発行

　　　　�　各構成組織・地協は積極的な情報開示に努める。連合山形はホームページなどを活用し、

情報の提供に努める。

　　　②　マスメディアの活用や街頭宣伝など

　　　　　テレビ、ラジオの活用や街宣車や街頭チラシなどによる宣伝を考えていく。


